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ある。von Hippel (1988) においては、過去に多くの業界において、革新的な提供価値が
必ずしも企業内部からではなく、その商品を利用している顧客から生まれている場合の方
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ヨーロッパでは 90%の新製品が失敗しているという（Kotler and keller 2006）。また日本
の場合でも、日経産業地域研究所が 2007年 12月に実施した調査によると、新製品の平均
                                                  
1 新製品の失敗率はここ数十年来、非常に高い水準のままである。 
例えば、Crowford (1979)では 72.1%、Calantone and Cooper (1981)では 47.7%、Cooper and 







Kotler and Keller (2006)では、成功をもたらす最大の要素は「独創的」で優位性が高い
製品であるとしている。また先行研究から、「商品が顧客にとってユニークな特徴をもって
いる」、「商品が顧客に今までできなかった何かをすることを可能にするものである」









































































































Vergo and Lusch (2004b) では、S-Dロジックを実務へ取り入れるための方向性が示さ
れ、その中の一つとして「価値は作って売るものではなく、顧客やその他のパートナーと
























































SAPPHO (Rothwell et al. 1974) や、カナダにおける NewProd (Cooper 1979; Cooper 
and Kleinschmidt 1987)、あるいはアメリカおける Stanford Innovation Project 




瞰的にレビューした一連の論文が発表された。例えば、Montoya-Weiss and Calantone 
(1994) や、Brown and Eisenhardt (1995) などが多くの文献に引用されている。 
 さらに、1990年代中盤以後の研究も包含した俯瞰的なレビューとしては、まず Henald 
and Szymanski (2001) がある。しかしこれは 1999年までの研究を対象としている。さら























































ヤーを関与させる」(Takeuchi and Nonaka 1986)。「サプライヤーを関与させることによ
り開発の期間が短縮され、質が高まる」(Clark 1989)。「長期的な管理プロセスにより、サ
プライヤーの技術の活用や技術的なロードマップの摺り合わせ、解決策の横展開が期待さ










が、商品開発の成功には必ずしもつながらない」(Campbell and Cooper 1999)。「企業は
顧客の能力を導入することで、競争優位を獲得できる」(Praharad and Ramaswamy 2000)。 
「リード・ユーザーを取り込むことは、新商品のアイディアの質を高めるとともに、早期


















・Lovelock and Young (1979) において、セルフサービスにより生産性が向上するとの提
唱がなされたことを起点とする、顧客を商品の開発・生産のプロセスに参加させ、業務
の一部を代行させることにより、自社の生産性の向上を狙うアプローチ。 
・Mills, Chase, and Margulies (1983) を起点とする、顧客自身に商品の開発・生産のプ
ロセスへ参加したと思わせることにより、参加させなかったときと比較して、心理的な
態度が好転することを狙うアプローチ。 











































































































 顧客から提供される資源と、従業員から提供される資源とはことなる (Barnard 1948)。
それゆえ、企業の社会的な境界のうちに顧客を包含することは有益であると長年認識され




                                                  






Lovelock and Young (1979) 以来、一連の概念提示型および実証型の研究が展開されてい
る。 











Mills, Chase, and Margulies (1983) は、このような考え方をさらに進め、サービス業



























う考えに基づいて議論を展開してきた。事実、Mills, Chase, and Margulies (1983) にお
いては、顧客が有益な資源（情報、能力、動機など）を有し、従業員よりも効率的にサー
ビスを生産できることがあると述べられている。この Mills, Chase, and Margulies (1983) 
以後、顧客を部分的な従業員とみなすモデルを成功させるための運営手法についての一連
の研究が存在する。本項では、そうした先行研究をレビューしていく。 


















図表 2-1 顧客へのトレーニングとサービスの質 
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よいのか。そのような議論が Bowers, Martin, and Luker (1990) 以降の研究にてなされ
る。 















関する段階的な経過についての情報提供）（Bowen 1986; Franda 1994; Mills and 
                                                  















てもより多くの実証研究が求められている (Swartz and Iacobucci 1999)。 
 本項でこれまで紹介してきたような、顧客を「部分的な従業員」としてみなし、業務プ
ロセスの一部を彼らに代行させることによる生産性の向上に関する肯定的な見方に対して、 
































注文が、従業員による注文を平均で 1ドル 20セント上回ったとの報告をしている 










































てもサービスにおいても、その利便性を高く評価するといえる (Berry, Seiders, and 
Grewal 2002)。すべての SSTがサービスの品質を高めるわけではないが、サービスの取
引をさらに確かに、便利に、迅速にする可能性を持っている。いずれの企業も SSTを活用

























































出所）Thomke and von Hippel (2002), p.76. 
 
























































報や意見を交換している「Apache User Forum」の参加者 75名と、「Apache Newsgroup 






品質にも大きく依存する。Prugl and Franke (2005) では、コンピュータ・ゲーム産業で
提供された 100の CAIツールについての研究を行い、CAIツールが市場で成功するため
の条件に関する考察がなされた。 







よる課題解決こそが、製品開発の基本である (von Hippel 2005) 。 
第二に、設計のために提供されるソリューション・スペースが、どの程度ユーザー固有
の問題に適合するか否かである。カスタムメイドの製品やサービスを経済的に生産するに
                                                  





















は CAIツールを有効に利用するためのトレーニングが、それほど必要でなくなる (von 



































第１節では、Lovelock and Young (1979) での、サービス業においてセルフサービスを 
採用することにより生産性が向上するという点から議論を開始した。さらには、Kelley, 












ことにより、生産性が向上するという議論を概観し、Thomke and von Hippel (2002) や 
Franke and von Hippel (2003b) などを通してその可能性を論じ、他方で Dellaert and 




た研究として、主に以下の論文を取り上げた (図表 2-3)。 
 
図表 2-3  第 2章で取り上げた主な論文 
研究者 (発表年) 研究手法 内容 
Lovelock and 
Young (1979) 
レビュー サービスの一部を顧客に代行 (セルフサービス) 
させることによる生産性の向上を提唱 





Bateson (1985) 実証 金銭的もしくは時間的なインセンティブがなく
ても、好んでセルフサービスを選択する顧客セグ
メントが存在することを実証 

































































Mills, Chase, and Margulies (1983) を起点とするこの系譜は、まだいくつかの仮説が
提示されているのみであり、それらに対する実証はそれほど進んでいないといえる。そう
した中、本稿では主に「自己知覚理論(self-perception theory)」と「自己高揚バイアス













                                                  



















でいる。Mills, Chase, and Margulies (1983) はそうした効果に近い概念を提唱したとい
える。こうした、顧客が参加することによる心理的な態度の好転というベネフィットは、
経験的な視点からさらに注目されるべきである。 









                                                  










 Bem (1972) によれば、人間には自分の心を、あたかも他者の心を理解するように、理


































第２項 Van Raaij and Pruyn (1998)の理論 
 


































Bendapudi and Leone (2003) は、そうした観点に基づいて議論を進め、その中で「自己
高揚バイアス (self-serving bias)」という心理的傾向に着目して仮説を提示、その検証を
行った。本節ではまず初めに、この「自己高揚バイアス」について述べ、それを踏まえた






「自己高揚バイアス (self-serving bias) 」とは、自分を肯定的にみるさまざまな認知バ
イアスのことである。 
 








り 50%) を超える現象を意味する（大橋 2008）。 
 このほかに、「原因推測の自己高揚バイアス」も知られる。これは成功したならば、原因
は自分の能力や努力であるととらえ、失敗した場合には、その原因を運や課題の困難さに










第２項 Bendapudi and Leone (2003)の理論 
 














































の自己高揚バイアスを含んだ「自己高揚バイアス (self-serving bias) 」は、前述のとおり、














































































 Zeithaml (1981) は、サービスが劣悪であるとき、消費者は不満のうちの幾らかを、サ
ービスの生産プロセスにおいて、自己の役割を遂行できなかった自身の能力不足のせいに




ということが明らかにされている (Hubbert 1995)。 




図表 3-2  サービスの生産・提供に参加する顧客と参加しない顧客 
 















































それゆえ、参加する顧客は企業にとって「脅威が小さい」とも考えられる (Mills, Chase, 
and Margulies 1983; Zeithaml 1981)。 
一方で、劣悪ないし、不満足な経験についてサービス提供者を責める顧客は「怒れる人」
であり (Folkes 1984) 、顧客参加により顧客帰属が生じた、自身を責める顧客に比べ、よ
り否定的な口コミを行うことが経験的に明らかとなっている (Krishman and Valle 1979; 











































果に着目した研究として、主に以下の論文を取り上げた (図表 3-3)。 
図表 3-3 第 3章で取り上げた主な論文 














































































von Hippel (1994) 以降、一連の概念提示型および実証型の研究がなされている。 










































1968)。von Hippel (1976) は、科学機器の場合、そこでのイノベーションの 77% が「ユ
ーザー支配的過程 (user-dominated process)」であることを実証した。同様に、半導体と
電子サブアセンブリー製造におけるイノベーションの調査から、そこでのイノベーション
の 67%がユーザー支配的であったことを発見した (von Hippel 1977) 。そして、商品の提
供者であるメーカーだけではなく、その利用者である顧客も、イノベーションの担い手に
なることを指摘した。  




























論において現れたのが、情報の「粘着性 (Stickiness) 」という概念である (小川 2000)。 





































                                                  






図表 4-1 プロトタイプに基づいた対話的プロセス 
 
ユーザーとメーカーの 







































 出所） von Hippel (1994) , p.433. 
 









































る (Kotler and Keller 2006)。 





















図表 4-2  顧客との「対話的プロセス」に注目した研究 
研究者 (発表年) 研究手法 内容 








石井・石原 (1996) レビュー 企業と顧客間での「対話」のありようを理解
することが、マーケティング現象を本質的に
理解するために不可欠だと提唱 




















































そして小川 (2002)は、von Hippel (1976) において、ユーザーも製品のイノベーション
の担い手となりえることが提唱されて以来、4半世紀が経つにも関わらず、ユーザーが製
品開発で果たしえる積極的役割を生かすための体系的手法がほとんど開発されてない点を




























された仕組みだと述べている (図表 4-3)。 
 
 

































































長を見せている (Ogawa and Piller 2006)。しかし、実際にこれまで報告されてきた UD
法による開発製品の事例の大半は、小規模のニーズを対象としたもので、高い販売成果を













                                                  
15 「従来型」とは 2つの意味を持つ。1つは、マーケティングや製品開発の教科書で説明され
る標準的製品開発の手法という意味。もう 1つ、は良品計画が従来から採用していた開発手法






2. 投票制度を通じて、ネットでの掲示板において、その内容を閲覧するだけの者（ROM : 












































ルとその可能性に関する議論が進められている (図表 4-4)。 
 
図表 4-4 インターネットを活用した顧客共創型の商品開発 














小川 (2006) 実証 上記のモデルをさらに精緻化した「UD法」を提
唱し、その潜在力と、それを引き出す条件など
を提示 

































 O’Reilly (2005) は、こうした web 2.0の定義と代表的なコンセプトの整理を行い、7つ
の原則と呼ばれる概念群を提唱、これらを総称して「web 2.0」とした (図表 4-5)。本節で
は、この概念群を基として議論を進めていく。 
 
図表 4-5 web 2.0における 7つの原則 
説明 原則名 
































































































































 本章ではこれまで、顧客もイノベーションの促進に寄与するという先行研究 (例：Enos 
1962; Freeman 1968; Shaw 1985; Voss 1985; von Hippel 1988; Foxall 1989) に立脚し、
さまざまな視点を用いて、企業が顧客からイノベーションの鍵となる知を取得するための
アプローチを検証してきた。そうした流れの中で、近年さらに、ユーザー・イノベーショ




 (→第 1項) 
・ユーザー・イノベーションは時に、個人としてではなく、ある集団内でお互いに支援を
受けながら実現する場合がある。 
 (→第 2項) 
・イノベーションは特定のユーザーにより行われる傾向がある。 































また、Lüthje et al. (2002) は、ある地域の 291名のマウンテンバイカーを対象に調査を
行い、そのうち 19.2%が、自分で使うマウンテンバイクを開発・修正したと報告した。 





Lüthje (2004) は、消費者向けアウトドア製品の通信販売カタログの受領者 153名を対
象に調査を実施し、そのうちの 9.8％がイノベーションを行っていたことを報告し、アウ
トドア・スポーツの分野で消費者がイノベーションを行っていたことを明らかにした。さ
らに、Tietz et al. (2004) は、カイトサーフィン（サーフボードのような専用ボードの上に
立ち、大きくて操作可能な凧を背にくくりつけて引っ張ってもらう水上スポーツ）の分野



































図表 4－7 イノベーターが支援を受けた人々の数 
人数 事例数 割合 (%) 
0 0 0 
1 3 6 
2 14 26 
3-5 25 47 
6-10 8 15 
>10 3 6 
合計 53 100 
 出所）Franke and Shah (2003) 
 
 
図表 4-8 他人を支援したものがイノベーターとなる可能性 
 イノベーター 非イノベーター 合計 
支援した人 28 13 41 
支援しなかった人 32 115 147 
合計 60 128  



















めたいため」といった項目が上位にきている ことを明らかにした (図表 4-9)。 























オープンソースを広めたいから 5.14 4.76 
CIWSUで助けてもらったお返しとして 4.85 5.14 
楽しいから 4.81 4.38 
オープンソース/Apacheコミュニティでの名声を高めたいから 4.71 4.57 
息抜き 4.65 4.22 
USENETで助けてもらったお返しとして 4.61 5.16 
自分が返事をしなければ、質問者は役立つ情報を得られないから 4.52 4.08 
将来困ったときに助けてもらえるから 4.52 5.15 
自分には経験があるから 4.47 3.92 
 注）7段階尺度への回答の平均（７：非常にそうである） 

































となっている場合が多いことを近年多くの研究が明らかにしている (Lilien et al. 2001)。
例えば、イノベーションにおけるリード・ユーザーの役割に関する最初の実証的研究であ






Shah (2000)が対象とした 3つのスポーツ関連器具分野と、Franke and Shah (2003) が
                                                  
16 リード・ユーザーの隠れたニーズから先を見越そうとする戦略的志向を「市場志向」として
捉えた場合、多くの先行研究がリード・ユーザーとイノベーションの相関性について言及して
いる (例：Deshpande, Farley, and Webster Jr. 1993; Baker and Sinkula 1999; Im and 









Franke and von Hippel (2003a) は、ウェブサーバ・ソフトウェアの「アパッチ」の革
新的なユーザーとそうでないユーザーの研究を行い、イノベーターにリード・ユーザー的
な特徴が強いほど、そのユーザーが開発したイノベーションの商業的魅力度も高いという
ことを明らかにした (図表 4-9)。 
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から生まれることが多い (図表 4-10)。 
 





見つけ出しやすさ 困難 容易 
もたらす革新性 大 小 














































































年の研究は明らかにしている (Urban and von Hippel 1988 ; Herstatt and von Hippel 
1992 ; Olson and Bakke 2001; Lilien et al. 2002)。 









業計画（LUアイデア）が生み出される (von Hippel, Thomke, and Sonnack 1999)。対し
て、非 LUチームは伝統的な３Ｍでのやり方に従い、ターゲット市場のユーザーから市場





かとなった (図表 4－11)。また、LU法のよって開発された 5つの製品すべてが、３Ｍに
とって重要な新しい製品ラインのベースを生み出し、対照的に非 LU法により生まれた 42
















競合品に対する新規性 a  9.6 6.8 0.01 
対処している顧客ニーズの独創性／
新しさ a 
8.3 5.3 0.09 
5年目の市場シェア 68% 33% 0.01 
5年目の予測売り上げ $146M $18M 0.00 
製品群全体の潜在力 a 10.0 7.5 0.03 
営業利益率 22% 24% 0.70 
成功確率 80% 66% 0.24 
戦略的重要性 a 9.6 7.3 0.08 
知的財産保護 a 7.1 6.7 0.80 
コンセプトの組織への適合性に関する指標 
既存の流通チャネルへの適合度 a 8.8 8.0 0.61 
既存の製造能力への適合度 a  7.8 6.7 0.92 
既存の戦略プランへの適合度 a 9.8 8.4 0.24 
 注）a：1から 10での格付けをした値 
 出所）Lilien et al. (2002). 
 
 
図表 4-12 LU法と非 LU法 
 追加的な製品改良 重要な新製品ライン 
LU法 0 5 
非 LU法 41 1 










るが、３Ｍでの研究結果の方向性を支持している (von Hippel 2006)。 




ラインを導入し、この製品ラインが同社に大きな商業的成功をもたらしたことを示した。    










ちなみに、von Hippel (2006) においては、「顧客の要求に最新の注意を払う会社ほど、
急進的では快適なイノベーションを見逃しやすい」という議論 (例：Christensen 1997; 





























図表 4-13  LU法と UD法 
 LU法 UD法 
起点 メーカー ユーザー 
調査対象単位 個人ユーザー ユーザー・コミュニティ 
需要顕在化のタイミング 開発後 開発前 
インターネットの利用 必ずしも必要ではない 必須 
ユーザー特定の容易さ 容易ではない 容易 









Hippel (1994) 以降、一連の概念提示型および実証型の研究がなされている。 










































Thomke and von Hippel (2002) が、顧客自らが商品を設計・開発できる「CAIツール」
を提供することによる生産性の向上を提唱して以来、その可能性に関しては、ある程度の
研究が蓄積されてきた (例：Franke and von Hippel 2003b; Jappesen 2005)。また、von 
Hippel (2005) により、市場での成功に大きく影響を与える要因の提示も行われている。 
その一方で、この CAIツールのリスクに関する議論は、まだ新しく研究の蓄積も少ない 
(例：Schreier and Franke 2004 ; Dellaert and Stremersch 2005)。 



















and Leone (2003) の研究を取り上げた。この心理的傾向は、欧米では人心理の基礎的な性























































































めるセグメントが一定数いると考えられる。既述の、Lankhani and von Hippel (2000) や、





























図表 5-1 「場」の分類 
 
      新商品開発プロセスにおいて適合する段階  
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